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１゜はじめに

Hicks（1973)は、恒常状態の研究について、それは「目的ではなく目的に

対する一手段にすぎない(1)｣として、彼の理論の卓越性が移行過程の分析にお

いて見出されることを強調している。とはいえ、われわれは新オーストリア

資本理論によって恒常状態の特性が解明されることにも興味がある。本稿の

前半ではそれを吟味し、後半では技術変化についてのHicksとＨａｒｒｏｄの所

説の差異を検討する。

ところで、Hicks（1965）は「勤学理論とはそれら（生産量や消費量、商品

価格等の主要変数一引用者注）が変化する過程の分析である(2)」と規定し、

経済の状態に関係する静学に対して変化の過程に関する経済勤学の重要性を
●●●●●

●●●●●

説いている。ここでの過程というのは常に時間刺1をもった過程であり、しか

も時間は専ら一方向にのみ進行する歴史的時間である。

Hicks(1965）は、動学的経済学の方法を①静学的（または古典派的)方法、

②一時的均衡の方法、③固定価格の方法、および④成長均衡の方法の四つに

分類して、時間と変化を取り扱う仕方（＝変化の過程の分析方法）を論じて

いる。われわれがここで関心のあるのは、④の成長均衡である。

成長均衡（growthequiliblium）とは、「一定の成長率で拡大しつつある経

済の均衡(3)｣であり、時間を通じての均衡である。成長均衡では、経済の￣切

の変数が同一の（一定）率で成長する。したがって、絶対的には規模の拡大

がみられるが、相対的には全変数が互いに同一の比率にとどまる。なお、定

常状態は成長率がゼロの成長均衡であり、それは技術が不変の経済であって、
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投入要素の供給が一定であるため産出麺もまた一定にとどまる経済である。

Hicksの成長均衡の概念は､Harrodの現実成長率Ｃが保証成長率Ｇに自然

成長率Ｃ"に等しい黄金時代の`恒常成長経路に対応している。

成長均衡理論ないし恒常成長理論の重要な用途は、Hicks(1965)が指摘す

るように、比較均衡分析（比較静学に対応した比較勤学分析）ができる点に

ある(4)｡つまり、ある経済の二つの均衡状態ないし恒常状態を比較分析するこ

とによって､その経済の状態を特性づける分析方法である｡しかし､Hicks(1965）

に従えば、この分析手法は静学的方法の範囑に含まれる。また、この手法は

体系の安定性が保証されなければ意味をもたない。

変化の勤学的過程に関心を抱くHicks（1965および1973）は、移行過程の

分析をそれぞれに展開している。とりわけ、Hicks(1973)は移行過程の分析

に当って恒常状態にある経済を始発駅とするが、その終着駅は必ずしも恒常

状態であることを必要としていない。恒常状態に到着してもしなくても、旅

の中途で何が起きるかを分析するのが、まさしくHicks勤学の真髄である移

行過程の分析に他ならない。

本稿のねらいは、始発駅の恒常状態の情景描写を行うことにある。次節に

おいて新オーストリア資本モデルのフレームワークのもとでの巨視的な社会

会計方程式を記述し、それを踏まえて続く３節で固定賃金仮説と完全雇用仮

説のも'Tでの恒常状態均衡の特性を整理する。４節では恒常状態における技
術改善の分類基準を示し､終節でHicksの中立･不偏的技術改善とHarrodの

中立的技術進歩が一致する条件と両概念の違いについての検討を行う。

２．社会会計方程式

先へ進む前に､若干の記号と諸関係について述べておくのが便利であろう。

αのおよびｂのは、/期前に開始せられた生産プロセスの今期における投入量

および産出量である。Ｔを今期（currentperiod）を表示するのに用い、今

期よりノ期前の開始率をｊＭＴ－ｊ)で表す｡x(Ｔ－ｉ)は／期前の技術を体現し

－２６６－
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ていて、経済はｘ(Ｔ－/)の水準が一定であるならば定常状態にあり、元(Ｔ－

ｔ)の成長率が一定ならば恒常状態にある。また、Ａ(Ｔ)、Ｂ(Ｔ)、Ｑ(Ｔ)およ

びＫ(Ｔ)をそれぞれ今期の投入、産出、純産出および資本価値の総挺とし、

２，を賃金率とする。また、９(/)＝６(/)－z“(/)を定義する。

規模に関する収穫一定の仮定が満たされ､単一の生産技術(単一種類の生産

過程)のみを用いる経済のもとで生産プロセス

{〔α(/)，６(/)〕）ｉ=｡,,,….,，

が採用されているとき、われわれは以下の定義式を得る。

ｊＩ

Ａ(Ｔ)二二二兆(Ｔ－/)α(/)，
イー０

(１）

ＤＩ

Ｂ(Ｔ)=三二ｘ(Ｔ--/)６(/)，
イニI）

(2)

(3) Q(Ｔ)＝Ｂ(Ｔ)－ｌ川Ｔ)＝±(Ｔ－ｊ）｛6(/)－"α(/)｝
ノーO

JI

＝Ｚｒ（Ｔ－/）９（１１)，
ｆ=１１

〃

Ｋ(Ｔ)二二Ｚｒ(Ｔ－/)ル(/)．
ノ（I

(4)

△Ｋ(Ｔ)＝Ｋ(Ｔ＋ｌ）－Ｋ(7)を純投資､）Ｋ(Ｔ)を利潤として､(1)式～(4)

式よりマクロ経済諸量の間に成立する諸関係を導出しよう｡いま､／期の初め、

つまり帳場が開いている時点における生産過程（の残り）の資本価値をA(/）

で表すと、割引価値の公式により

〃ノ 〃ノ

ル(/)=二二９(/＋/)R-j＝９(/)＋Ｚ９(/＋ﾉ)R-j・
ＤＩＩ ノー】

－２６７－
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虎(/＋ｌ）についての同様な公式から、

０１－１

ル(Ｔ＋ｌ）Ｒ-1＝Ｚｘ(Ｔ－－ｊ)た((）
ノーＩ

であるから、

(5)虎(/)＝９('1)＋ル(/＋ｌ）Ｒ-１

を得る。つまり、ｔ期の期首における資本価値は、当該期の純生産ｑ(/)とそ

の期１期分について割引いた期末の資本価値の和に等しい。

一方、われわれが想定している生産過程は〃期後に終結する生産過程であ

り、その存続期間（寿命）は〃期（かつ赦頭はない）と想定しているので、

(6)ル(")＝９(〃）

である。(5)式と(6)式より生産過程の資本価値を集計しマクロ経済的に翻訳

すると、

Ｋ(Ｔ)－Ｋ(Ｔ＋ｌ）Ｒ-1

〃

(己兀(】r＋１－/)ん(ｊ)｝R-I
ノー（、

ＤＰ

:=Ｚｘ(Ｔ－ｔ)ん(１１)－
ｒ＝Ｉ】

Ｊ１

＝－ｘ(Ｔ＋ｌ）た(０)Ｒ-1＋Zx(Ｔ－ｌ）｛ＡＩ(/)--だ(/＋１）Ｒ－ｌ｝
ノーＩＤ

〃

＝－jv(Ｔ＋ｌ）ﾉｾ（Ｏ）Ｒ-1＋己兀(Ｔ－ｊ)９(/）
ノーⅡ

＝－x(Ｔ＋ｌ）ル（Ｏ）Ｒ-1＋Ｑ(Ｔ)．

－２６８－
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もし生産過程に固有な割引率で割引くならば、虎(O)＝Oであるから、

(7)Ｋ(7)－Ｋ(Ｔ＋ｌ）Ｒ-1＝Ｑ(Ｔ)．

(7)式の両辺にＲ＝（１＋γ)を乗じると、

脈(Ｔ)－｛Ｋ(Ｔ＋１）－Ｋ(Ｔ)｝＝（１＋γ)Ｑ(Ｔ)．

われわれは時間を期間に分割しているが、期間の長さを全く任意にとって

いるHicks（1973）に従ってそれを限りなく短くとることにより、連続的な

プロフィルに近似することができる｡期間区分を連続的な時間に近似すると、

期首と期末は一致して利子は消滅するから)Ｑ(Ｔ)＝Ｏとなり、

ｿＫ(Ｔ)＝｛Ｋ(Ｔ＋１）－Ｋ(Ｔ)}＋Ｑ(7)＝△Ｋ(Ｔ)＋Ｑ(Ｔ）

を得る。Ｑ(Ｔ)＝Ｂ(Ｔ)－ZUA(Ｔ)であるから、

(8)フバ(Ｔ)＋ZUA(7)＝Ｂ(Ｔ)＋△Ｋ(Ｔ)．

生産プロセスの完了するのは財が最終的に消費として引き渡されるときで

あるから、Ｂｒ刀は今期の最終消費と解することができる。すなわち、最終生

産物の総産出は消費に一致する。したがって、Ｑｍ－Ｈｉｃｋｓ(1973）はそ

れを「持出し」（Take-Out）とも呼んでいる－は最終消費と賃金支払額と

の差になる。よって(8)式は分配面と支出（需要）面の二面等価を表し、

利潤十賃金＝消費十純投資

－２６９－
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が成立する。この(8)式は､「社会会計方程式」（SocialAccountingEquation）

と呼ばれるものである。なお、(8)式は利潤の定義式と解することができる。

すなわち、利潤は資本の価値に対する利子収益であり、利子率は資本市場の

均衡条件ル（０）＝０を成立させるように決められる。

３．恒常状態の特'性

さて、ここで恒常状態の条件を導入しよう。それは、

①資本ストックの構成が時間を通じて不変であること、

②同一の生産技術がすべての生産プロセスにおいて使用されていること、

③開始率が一定の成長率をもつこと、

④恒常状態均衡の－条件として利子率と生産技術の収益率が等しいこと、

である（５）。

恒常状態における総労働雇用量は、次式によって与えられる。

〃

(9)Ａ(Ｔ)＝苑(０）（Ztz(１１)Ｇ-1｝ＧＴ・
ノー11

ここで、Ｇ＝（１＋g)であり、ｇ(＞０）は`恒常成長率である。同様に、

、Ｉ

(10）Ｂ(Ｔ)==虻（Ｏ）｛Ｚ６(/)Ｃ‐(｝ＣＴ・
ノーⅡ】

(9)式と(10)式から知られるように､Ａ(Ｔ)とＢ(Ｔ)は同じ成長率ｇ(＞Ｏ）

で成長し、したがってｃ＝Ｂ(Ｔ)/Ａ(Ｔ)は時間を通じて変化しない。それは

生産技術と成長率とにだけ依存し、その他のものには無関係である。ところ

で、ル(０）＝０のときの効率曲線は、単位生産過程の(初期)資本価値につい

ての均衡条件式

、！ 〃

ん(０）＝。ｑ(/)R-f＝三｛６(/)－z(〉α(/)｝Ｒ-（
'－０ １＝Ｉ

－２７０－
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より導かれ、

〃 ｌｌ

ｚ(ノーＺ６(/)Ｒ－`／二α(/)Ｒ－`二=。(γ）
ノーＯ ノー０

(１１）

である。ここで、Ｒ＝（１＋γ)、γ＞０．他方、(9)式と(１０)式より

〃 〃

Ｂ(Ｔ)／Ａ(Ｔ)二二ｃ＝２６(/)Ｃ－`／zα(/)Ｃ－`＝ｄ(9)．
『･=１１ ノーH１

(12）

いまやわれわれは(〃，γ)と(c,ｇ)との双対関係を得ることができる。すなわ

ち、COがγの関数であるのとまさしく同じく、ｃはｇの関数となる。Hicks

（1973)は、この比率ｃ＝Ｂ(Ｔ)／Ａ(Ｔ)はそれが恒常状態における労働ｌ単

位当りの生産物（あるいは消費）であることから、生産技術の「効率」のい

ま一つの表現であるとみなし、「恒常的生産性」（steadystateproductivity）

と呼んでいる(6)。（11)式および(12)式を生産技術の「効率曲線」（efficiency

curve）と称する所以はこれである。恒常状態においては△Ｋ(Ｔ)＝9Ｋ(Ｔ）

であるから、(8)式は

「

271
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(13）？Ｂｋ(Ｔ)十脚jＡ(Ｔ)＝Ｂ(Ｔ)＋9Ｋ(Ｔ）

と書き換えられる。

われわれは(11)式および(12)式で与えられる効率曲線（ここでは「制限さ

れた効率曲線」ｄ(γ)として扱われる）を用いて、恒常状態に関するよく知ら

れた命題を簡潔に説明することができる。定義によって、。(γ)は①(γ)に一

点で接する(図ｌ参照)。なお、この接点は実際の賃金率のもとで利潤率を最

大にする点である。したがって、われわれは技術集合フロンティア｡(7)が与

えられるときの`恒常状態モデルを構築することができる。

ところで、γとｇあるいはｚｏとｃの間の関係を定める上で、このモデルは

自由度２の体系であることに注意しなければならない。そこで、貯蓄に関す

る仮定(貯蓄関数）を導入し、「完全利用」（fullperformance）の条件、すな

わち貯蓄＝投資を付け加えるならば、自由度を一つ減ずることができる。そ

こで、次のような古典派的貯蓄関数を導入する。すなわち、

S(Ｔ)＝SCP(Ｔ)、０＜Sb＜１．

ここで､Scは利潤Ｐ(Ｔ)からの貯蓄性向で一定である。この貯蓄仮定のもとで

完全利用条件を考慮すると、Ｐ(Ｔ)＝滋(Ｔ)および△Ｋ(Ｔ)／Ｋ(Ｔ)＝ｇで

あるから、

△Ｋ(Ｔ)＝ｓｂＰ(Ｔ)＝sと疵(Ｔ)．

したがって、

(14）ｇ＝Scγ

272
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が成り立ち、ｇ／γは(14)式よりＳｃに等しく決まる。

これらの条件のもとでこの体系を閉じるには、いま一つの均衡条件を追加

するか、変数の一つを外生的に与えるか、のいずれかによって可能となる。

Hicks(1973）は後者の方法を採るが、それには次の二つの立場がある(7)。一

つは「固定賃金仮説」（fixwagehypothesis）であり、いま一つは「完全雇用

仮説」（fullemploymenthypothesis）である。前者は、ｚ(ﾉが外生的に与えら

れるという仮定を採り、この仮定のもとで価格体系を完結させ、しかる後に

先の貯蓄仮定からそれに対応する数量体系(とりわけｇ)を決定する立場であ

る。ただし、この場合一定の賃金率と一定の技術のもとでの恒常成長は労働

雇用の恒常的拡大を必要とすることから、所与の賃金率での完全に弾力的な

労働供給が仮定の中に含められなければならない。

他方、後者はこれとは逆に数錐体系を先決して後に価格体系を決定する。

つまり、資本の蓄積率ｇを与え、貯蓄についての仮定からγを決定する。し

かる後に､技術集合フロンティアによって〃とそれに対応する技術を決定す

る立場である。

はじめに、固定賃金仮説に基づく恒常状態での均衡決定メカニズムをみて

みよう(図２参照)。体系は、貯蓄仮定を満たす(１４)式から(17)式までの４本

の方程式によって与えられる。すなわち、

(15）〃＝①(γ）：技術集合フロンティア

(16）ｚＯ＝の(γ）

|…蝋(17）ｃ＝。(9)

ただし、①'(γ)＜０，．'(γ)＜０，ｊ'(9)＜０，９＞０，γ＞０，０＜Sc＜lである。

いま、固定賃金仮説によって賃金率がⅢ，＝'(’１で与えられると、（１５)式より

－２７３－
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利子率門が決定されるとともに、制限された効率曲線”＝。('1)で示される

ような生産技術が採択される｡次に､(14)式を充たすような成長率がｇ＝9,に

決まる。そして生産性はこのｇｉと(17)式よりｃ－ｃ１の水準に決定される。こ

のように、固定賃金仮説のもとではzL'＝『(1,が与えられると、γ､ｇおよびｃが

決定され、体系は完結するのである。

この仮説のもとで､斑が変化する場合の効果をみてみよう。(14)式～(17)式

より

`γ／fZsc＝0，

clg／dbc＝)＝①－１(zU)＞0，

｡c／〔Zsc＝（此／“）（｡g/cjlsc)＝）や'(9)＜０

を得る。すなわち、固定賃金仮説のもとではsどの上昇（下落）はｇを引き上

げ（引き下げ）るが、恒常状態での－人当り生産性cを引き下げる（引き上

図２

Ｌｇ

『 ビ９
11ソヮＣ

－２７４－
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げる)。このケースでは'･はsとによって影紳されることはない。さらに、選ば

れた生産プロセスの継続期間（"】）は、lL1がzL'１である限り不変にとどまる。

Sc＝ｌのときｇ＝γが成立するが、そのときｃの値はⅨ）に等しくなり、最小

値をとる。図２ではScが上昇してSc゛となったときのケースが描かれており、

gi*、Cl*等々は変化後のａ、Ｃｌ等々の値である(8)。

以上が固定賃金仮説のもとで得られる恒常状態の特性である。次にわれわ

れは完全雇用仮説を採用した場合の恒常状態均衡の決定メカニズムを検討す

る。それは(１４)式～(17)式においてｇが与えられるとき、γ、ｚＬ１、ｃがどのよ

うに決定されるかという問題である（図２参照)。図２においてｇ＝＆が与え

られると、（14)式より吃が求められるとともに技術集合フロンティア[('＝①！

(γ)上のＦ点上で（zU2，姥）を求めることができる。それと同時に（zLI2，'2）

を満たす生産技術ｄ２が決まり、ｃも(１７)式より決定されることになる。

ここで、ｓｂが変化するときの効果をみてみよう。われわれはγ、ｚＯ、ｃにつ

いて

のｸ／(lbb＝－γ／sb＜0，

dz4'／此c＝（ぬり／`γ）（`γ／“c)＝－（γ／８Ｊ①'け)＞0，

“／〔iSt＝（｡b／`γ）（`γ/ＣｌSc)＝－（γ／Sと）①'(9)三．0

を得る。すなわち、Scが高くなればγは低くなるから、Z('は高くなるが､Ｃに

ついては①'(9)＝‘①(9)／`γの符号が定まらないことから､不確定である(9)。

しかし所与の技術のもとではSc＝ｌのとき'－９が成立し、ｃは最大となる。

いわゆるGoldenRuleが成立するのである。このときｃ＝Ⅲ，となり、賃金支

払額は全消費財（生産物）に一致する。すなわちZUA＝Ｂが成立する。

新オーストリア資本モデルにおいて以上のような黄金律に関する命題が論
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証されるのは、他の成長モデルにおけると同様に恒常状態についてだけであ

る、といういうことに留意すべきである。経済が恒常状態を離れた移行過程

においてどのようなことが起きるかについては、すでに別の機会に検討した

ところである('０)。

４．恒常状態における技術改善

本節では、恒常状態において代替的な技術を比較することによって、技術

改善の方向を検討することにしよう。いまある特定の技術〔α*(j)，６*(/)〕

/＝０，１，…，〃*を使って初期に恒常状態にある経済に新しい技術〔α(/)，

６(/)〕/＝０，１，…，〃が導入され、その結果この経済は別の新しい恒常状

態に到達するものと想定する。このとき古い恒常状態と新しい恒常状態との

比較はいかにしてなされるのであろうか。

一つの技術集合が与えられている場合、われわれは技術集合フロンティア

zU＝①(γ)およびｃ＝①(9)が存在することをみてきた｡このことに着目すると、

新オーストリア資本モデルにおいて問題は単純になり､相異なるz(ノー①(γ)と

ｃ＝①(9)の間の比較の問題へと還元できる｡けだし､いかなる恒常状態の均衡

点（!U、γ）もこのフロンティア上になければならないからである。具体的に

は図２において、古い①,(γ)と新しい①2(γ)を比較することになる。新しい

技術の導入は、それが有利である限り効率曲線を右方へシフトさせることは

明らかである。このとき重要なのは水平方向の比率である。例えば図２にお

ける門Ｅ'／乃Ｅは、利子率がγ＝ハで不変のときの一つの均衡から他の均衡

への賃金率の比例的上昇を表す。このとき、二つの均衡においてｇ＝giは同

一であるから、９，０／giCが恒常生産性の比例的上昇を示すのは明らかであ

る。

なお、両曲線が同一の孤弾力性をもつ場合にのみ、これらの比は同一とな

り、（Ｂ／Ａ）の比例的変化がzUの比例的変化に等しくなる。つまり、（Ｂ／

z(１A）は不変となるのである。ところで、（13)式と(１４)式より
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Ｂ(Ｔ)－ZUA(Ｔ)＝７Ｋ(Ｔ)－９Ｋ(Ｔ)＝（１－Sc）〆Ｋ(Ｔ)，

したがって、

(リバ(Ｔ)／z(ｘＡ(Ｔ)}＝（Ｂ(Ｔ)／ZUA(7)}／（ｌ－ｓＪ－ｌ／(１－sc）

を得るから、｛Ｂ(Ｔ)／z(ﾉＡ(Ｔ)）が一定であれば｛７Ｋ(Ｔ)／ZUA(Ｔ)）も一

定となって、利潤と賃金の間の相対的分配率は不変となる。すなわち、等弾

力性は恒常状態のもとでの分配率不変の条件である('１)。

完全雇用仮説のもとで依然として(14)式のｇ＝Scγという貯蓄仮定をとると、

均衡利潤率γのもとでは新しい均衡点Ｅ'(パ、')は古い均衡点Ｅ“zU*)より

も右方に存在し、〃(γ)＞“*(γ)またはCD(7)／Lp*(γ)＞ｌとなる。

同一のγのもとでの比率zu(')／【u*(γ)は、Hicks（1973)によって何ら
●●

かの意味での「効率改善指数」（IndexoflmprovementinEfficiency）Ｉ(）'）
●●●●●●

として定義されてﾚﾕる('2)。

効率改善指数Ｉ(，．)とは、すなわち

I(γ)＝zU(γ)／”*(γ）

〃● クＪ●

{Ｚ６*(f)R-C／Zα*(/)Ｒ－〔｝
ﾉｰ０ノー’１

'' ０１

{Ｚ６(/)Ｒ－`／Z(z('１)Ｒ-1)／
にⅡ ノー0

によって定義される指数である。ここで、｛α(/)、６(/)；〃）および（α*(')，

6*(恥〃*｝は、新しい技術および古い技術の投入･産出係数と継続期間の組

である。同様にして

I(9)＝ｃ(9)／c*(9)
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し0■ ＪＪＣ

{Ｚ６準(/)G-Z／Z;α*(/)Ｇ－ｆ｝
イーイ】 イー０

〃 〃

{Ｚ1ｹ(/)Ｃ－`／Zα(/)０－'}／
ｌＩＩ ｌ－Ｏ

を得る。／(g)は恒常状態における生産性の比例的上昇の尺度である｡

HicksU973）はＩ(γ)を用いて技術改善の方向を分類する指標とし、その

指標に基づいて代替的なプロセスを比較分析している｡所与の産出物のフロー

を生産する二つの生産技術を想定しよう。なお、〃＝〃*および６(/)＝が(f)、

/＝０，１，…，〃と仮定する。以上の仮定と(18)式より

》Ｊ ＪＴ

Ｉ(γ)＝Ｚα*(/)Ｒ－'／Zα(/)Ｒ－ｔ
Ｊ=Ｏ ノーdｏ

(19）

を得る。ところで、（19)式は

列 '１

z(ｊ２α*(/)R-f／z(!Ｚα(/)Ｒ－‘
！＝Ⅱ ノー、

と同値である。すなわち、（加，γ)のもとでの二つの技術に関する所与の生産

物の生産費の比率と解することができ､費用節約の尺度とみなせる。したがっ

て、これは(zU，γ)のもとでの効率改善指数と呼ぶことができるのである。

／(γ)はγの関数であるから､利子率の変化が指数に及ぼす効果によって技

術変化の方向、したがって効率改善の方向を分類することができる('3〕。

〃(γ)／ｄ７－Ｏ＜=＞「中立的」（neutral）または「不偏的」（un‐

biased）改善

`/け)／`γ＜０＜二＞「後期偏筒的」（forward-biased）改善

u"F(7)／`γ＞０＜二＞「前期偏筒的」（backward-biased）改善

－２７８－
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ここで若干の注意をしておこう。まず一つは、ここで考察している効果は

技術（technique）の変化のそれであって、技術集合（technology）の変化の

一般的効果を考察しているのではないという点である。二つは、生産物のフ

ローが同一な場合についてみると、どのような改善でも若干のα(ｒ)＜α*(t)が

なければ､どのようなγについてもその初期有利性条件Ｉ(γ)＞ｌが成立する

ことは不可能となるということである。それゆえに、Hicks(1973）はどちら

かに偏筒している技術改善を言い表わすのに伝統的な「資本節約的一労働節

約的｣用語法は不適切であるとしたのである(M)。第三に、“forward"あるいは

"backward，，という用語は、それぞれ費用の節約が「より後の期でなされる」

あるいは「より早い期になされる」という意味合いを含んでいるということ

である。このような技術変化による改善についての分類基準は、移行過程

(traverse）を分析する際に役に立つところ大である。

５．中立・不偏的改善と中立的技術進歩

前節で定義したHicksの中立･不偏的な技術改善とHarrodの中立的技術

進歩の関係を吟味することにしよう。周知のとおり、利潤分配率が一定で利

潤率も不変のとき資本産出比率が一定で労働生産性が高まるような技術進歩

は、Harrod型中立的技術進歩と呼ばれる。

いま、Hicksの意味で技術改善が中立・不偏であるような効率改善指数を

考える。このとき、定義によって

(20〉ノ(γ)＝zp／ｚｌ１*＝ｃ／c*＝ノ(9)．

ここで、貯蓄は所得の一定割合であると仮定する。このとき、

(21）９Ｋ(Ｔ)＝ｓ（疵(Ｔ)十m'Ａ<Ｔ)｝

－２７９－
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が成立する。ところで、社会会計方程式(13)より

Ｂ(Ｔ)＋9Ｋ(Ｔ)＝砥(Ｔ)＋ｚＭ(Ｔ）

であるから、（21)式の関係を代入すると、

Ｂ(Ｔ)＝（１－s）（ｚＭ(Ｔ)十㎡(Ｔ)}，

したがって、

c＝（１－s）（沈十zp)、ここでルーＫ(Ｔ)／Ａ(Ｔ)．

かくして(20)式を用いると、

c／c*＝z､／z､*＝（洗十zU)／（）虎*＋zU*)，

あるいは

(22）Ｚ(ﾉ／（沈十”)＝Z(ﾉ*／（沈*＋zG*)，

あるいは

(23）ｚＵ／戒＝”*／戒＊

を得る。（22)式あるいは(23)式は、利潤率を一定にしたとき、二つの技術間

において分配率に変化が生じないこと、すなわち労働（または資本）の分配

率は不変であること、あるいは労働と資本への所得分配は不変であることを

－２８０－
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示している。よって、貯蓄仮定をHarrodのそれと等しくとると、中立性とい

う特殊な場合にはHicksの中立・不偏的技術改善とHarrod型中立的技術進

歩は一致するのである。

ところで技術変化がどちらかに偏筒した場合、もはや両者の対応関係はな

くなってしまう。このことは、Harrodの分類基準は技術集合(technology）

の変化が所得分配に与える効果に関するものであったが、Hicksの場合には

前述のとおり生産技術（technique）の変化に関わる効果である、という差異

からくるところの帰結である。

）王

（１）Hicks(1973)p､4７（邦訳53頁)。

(2)Hicks(1965)p､６（邦訳８頁)。Robinson(1962)の主要な関心も不均衡動学分

析にあり、｢経済分析から静態的均衡論の泥土をとりのぞくこと」(i6jtfP.v,邦訳

pji）を主張し、Hicks(1965)と異なる枠組ではあるが、非恒常的成長論を展開

している。

(3)Hicks(1965ｍ.１３２（邦訳232頁)。時間を通じての均衡である成長均衡は、将

来の発展が正しく予見され、現在の行動がそれらの予想に完全に調整される限

りにおいて実現されると考えられている。なお、この場合基本的な与件（嗜好

と技術）は不変であると想定されている。

(4)Hicks(1965)p､134-135（邦訳235-236頁）およびpl3-14（邦訳22-24頁）を参

照。同香ｐ,1４（邦訳24頁）において、Hicksは「静的モデルの代りに恒常成長

モデルを用いても、事実に対して加えられる手荒さはあまり減ずることにはな

らない」と述べている。

(5)Hicks(1973)p､64およびＰｌ８５（邦訳72-73頁および205頁）を参照。

(6)Hicks(1973)ｐ6９（邦訳77頁）を参照。

(7)Hicks(1973)ｐ6９（邦訳77頁）を参照。なお、両仮説は同書のＶ章(Ｐ47-62）

において詳細に論じられている。

(8)①胸は､制限された効率曲線。』（γj)＝ｚｌｊｊ､。』(ｇｊ)＝ｃｊの包絡線として与えら

れる技術集合フロンティアである。ノー1,2についてはＳｃの変化前と変化後の

効果をみるために、ルー１，２については孤弾力性と分配関係および技術変化をみ
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るために用いられる。なお、図中の実線の矢印は固定賃金仮説のもとでのメカ

ニズムであり、破線のそれは完全雇用仮説のもとでの決定メカニズムを示す。

(9)BurmeisterandDobell(1970)Ｐ250-256（邦訳293-299頁）の議論を参照。

(１０拙稿（1993ａ）では固定賃金仮説のもとで、拙稿（1993ｂ）では完全雇用仮

説のもとで、技術偏椅を考慮してそれぞれ移行過程を分析している。

(lDllicks(1973)p､74-75（邦訳82-84頁）を参照。

(12）以下の議論は、Hicks(1973)ｐ75-77（邦訳84-86頁）を参照。

U3）Hicks(1973)p､75-77(邦訳84-86頁)を参照｡技術偏椅の分類基準は拙稿(1988）

で詳細に示してある。

(lI0Hicks(1973)p､76-77(邦訳85-86頁)を参照。どのような技術改善でも労働節

約的でなければならない、というのがHicks(1973)の技術改善（伝統的な「技

術進歩」という呼称は用いていない）の特質である。
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